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経 済 論 叢(京 都 大 学)第170巻 第3弓.,20し,呂 年9月

保護関税政策の国際政治経済モデル(1)

劉 吟 衡

1は じ め に

2002T5月 ロ シ アが ア メ リカ戦 略 核 兵 器 の削 減 条 約 に 調 印 した の に加 え,広

範 な分 野 で の協 力 で 合 意 した。 米 ロ 間 は盟 友 関係 の新 時 代 に入 っ た。 ロ シ ア は

北 大西 洋 条 約 機 構(NATO)と も 「準 加 盟 国 」 の 関 係 を築 きつ つ あ る。 ブ ッ

シュ米 政権 は ロ シ ア を 自陣 に 引 き こ ん だ 、そ う した動 きの背 景 に は,中 国 の台

頭 が あ る 、、旧 ソ 連 の 崩壊 に伴 う冷 戦 終 結 後,木 口紺 決 の 危 険性 が縮 小 す る....一方,

経 済 力 を つ け て興 隆 す る 中 国へ の対 応 が 欠 かせ な くな っ た 。 半 ば 名 口 とは い え

ア メ リ カ陣営 に ロ シ ア を 引 きこ む こ とに よ り,安 全 保 障 上 の 負担 を大 幅 に軽 減

し,ア メ リ カは 余 力 を 中 国 な ど新 興 勢 力 へ の 対 応 に 回 す構 え で あ る 。2002年5

月 日本 で 開 か れ る 「ア ジア の 未 来 」 の 席.ヒで,日 本 経 済 同 友 会代 表幹 事 の 小 林

陽 太 郎 氏 が 述 べ た よ うに,今 こそ 米 中 関 係 に注 目す る べ きで あ ろ う。

2001'x=6月RUの 議 長 国 をつ とめ る.スウェ ー デ ンのペ ー シ ョ ン首 相 は,ア メ

リカの 世 界 支 配 に 対 す る カ ウ ン ター バ ラ ン ス と して,ヨ ・一一ロ ッパ が 今 よ りも強

くなる こ とが 必 要 に な っ て い る とい う発 言 を した 、、ア メ リ カの 自国優 先 主 義 に

は世.界か ら批 判 が 高 ま って お り,こ れ に よ り欧 米 間 の 結 束 には 不 協 和 音 が 響 き

始 め て い る 。 ア メ リ カは 軍 事 費 を拡 大 し続 け る の に 対 して,ヨ ー ロ ッパ 諸 国 で

は 冷戦 時代 の 脅 威 が.去っ た 今,軍 事 費 は抑 制 傾 向 に あ る。 こ の よ うな 外 交 ・軍

事 力 で 際 立 つ 格 差 か ら米 欧 関 係 に停 滞 感 が 漂 って い る。 一 方 ア ジ アで は,2001

年6月 中国 が 上 海 にお い て 中 央 ア ジア4力 国 お よび ロ シ アの 首 脳 を集 め,中 国

と中央 ア ジア,ロ シア との 関 係 を強.化す る ため の 「上 海 協 力 機 構 」 の 会 合 を開
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い た 。.2002年6月 ロ シ アで 首 脳 会 議 を開 き,憲 章 や 首 脳 宣 言 な どを採 択 し,再

結 束 を図 っ た。 こ れ に対 して,イ ン.ドも同年5月 末,上 海 協 力 機 構 に加 盟 す る

方針 を表 明 した。 中 国 は こ う した動 きに よっ て世 界 の多 極 化 を促 進 す る こ とで

ア メ リ カの 一 極 支 配 体 制 を け ん 制 す る こ と に な る。 この よ う な世 界 の パ ワー

ゲ ー ム は米 中 の通 商 関係 に如 何 に影 響 す る の で あ ろ うか。 本 稿 は こ う した 問題

を検 討 す る 。 国際 政 治 経 済 モ デ ル を構 築 し,そ の説 明 に1つ の視 点 を.提供 で き

れ ば と期 待 して い る。

伝 統 的 な貿 易 理 論 にお い て,交 易 条件 の観 点 か ら見 た場 合 には,保 護 関税 政

策 の 有 効性 が 強 調 され て い る 。 また,保 護貿 易 政 策 は 「習 得 過程 」 の 存 在 の 見

地 か ら も分 析 さ れ て い る。Kemp[1969】 が 説 く よ うに,知 識 ・経 験 の 習得 過 程

や そ の習 得 成 果 は企 業 に とっ て内 部 的 な 「.動態 的 内 部経 済」(dynamicinternal

economies)Pと 外 部 的 な 「動 態 的 外 部 経 済 」(dynamicexternaleconomies)2〕 に

区 別 さ れ る。 企 業 が外 部 的 な習 得 過 程 を所 与 と して行 動 す る もの で あ る とす れ

ば,そ の生産 量 は社 会 的 に望 ま しい 規 模 に比 べ て過 小 とな る。 そ の た め何 らか

の 産業 保 護 が 必 要 とさ れ るの で あ る。 習 得 過 程 や 習 得 成 果 が 企 業 に とっ て 内部

的 な もの で あ る とす れ ば,.自 国の 幼 稚 産 業 は存 続.し,製 品 の供 給 が 増 加 す る こ

と に よっ て,国 際 相 対 価 格 が 将 来 低 下 す る と期 待 で きる の で あ れ ば,保 護 政 策

が 是 認 され る可 能性 は十 分 に存 在 す る3;。

つ ま り,リ カ ー ドや ヘ ク シ ャー=オ リー ンの 「自然 優 位 」 と違 っ て,動 学 的

に は一 国 の 要素 賦 存 が 時 と共 に変 化す る に つ れ て比 較優 位 は 変化 す る 。長 期 的

に は,工 業 化 を進 め る 国 は,比 較 優 位 の は し ご を上 が って い く傾 向 が あ る 。 そ

して先 発 国 が 比 較優 位 の は し ご を上 が る と同 時 に,後 発 国 は 空 い て い る下 の段

を占 め る こ とが で き るの で あ る%

1)動 態的内部経済とは,知 識 ・経験の習得がもっぱら企業内部で行われることである。これは通

常 「仕事場での訓練(onthejobtraining)」 と言われるものである。

2)動 態的外部経済とは,知 識 ・経験の習得が企業の外部で進められることである,こ れは他企業

との情報交換や産業全体を対象とする研修などによるものである。

3)詳 しい説明は 「国際貿易』(伊藤元重 ・大山遭広[1985])287-288ペ ージを参照。

4)日 本や韓国,そ してNIEs,ASEANに ついての説明は..紙幅の関係で,Meier[1四5】,邦 訳ノ
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各 国 は経 済 発 展 を図 る時 期 にそ れ ぞ れ 関 税 政 策 を活 用 して い る。19世 紀 の は

じめ に.イギ リス は関 税 を イギ リ.スの 農 業 を輸 入競 争 か ら保 護 す るた め に使 用 し

た,,19世 紀 後 半 に は ドイ ツ と ア メ リ カは ⊥ 業 製 品 の 輸 入 に対 して関 税 を課 す る

こ とに よ り,両 国 の 新 しい ⊥ 業 部 門 を保 護 した。 戦 後 日本 の 貿 易 政 策 は産 業 育

成 政 策 で あ る と見 な され て い る。

以 上 示 す よう に,経 済 発展 を図 る途 上 国 は この 意 味 で...・般 的 に保 護 政 策 が と

られが ち で あ る。 しか し一 方 で,途.L国 は先 進 国 に.協調 し,開 放 的 な貿 易 政 策

を とる可 能 性 もあ る,こ れ らを 国際 政 治 経 済 モ デ ル を用 い て,ゲ ー ム理 論 を.分

析 手段 に,本 稿 で検 討 す る。 本 稿 で は関 税 政 策 に議 論 を絞 る こ とに した い㌔

本稿 は,以 卜.のよ うに構 成 され る 。 第H節 で は,ゲ ー・ム論 に よる貿 易 理 論 の

分析 を概 観 す る。 第 皿節 で は,政 治 的 要素 を導 入 して,関 税 を政策 変数 とす る

政 治 経 済 モ デ ル を構 築 す る 、、第IV節 で,ゲ ー ム論 を用 い て 関税 政 策 理 論 を展 開

す る、,最後 に,む す び に か え て の と ころ で,本 稿 か ら得 られ た 結論 を要 約 す る 。

IIゲ ーム論 に よ る貿 易理 論 の 分析

貿 易 政 策 につ い て の研 究 は,1970年 代 の 後 半 か ら,ゲ ー ム理 論 を用 い て盛 ん

に行 わ れ て きた 。 こ う したゲ ー ム 的 な思 考 法 は,国 際 貿 易 理 論 と りわ け貿 易 政

策 に関 連 す る理論 的 枠 組 み を大 き く変 えて きた 、,特に国 際 貿 易 理 論 及 び貿 易 政

策 に お い て は,不 完 全競 争 の 果 た す 役 割 が 重 要 視 さ れ て き た(Helpmanand

Krugman[1985],[1989))、=、 そ の な か で 寡 占型 モ デ ル は 産 業 組 織 論 的 な 見 方 を

とっ て,ゲ ー ム理 論 と深 く関 係 してい る。 保 護 関 税 政 策 につ い て理 論 的 なモ デ

ル分 析 を試 み た もの に以.ドの もの が 挙 げ ら れ る。

Krugman[1987]は,学 習 効 果 を取 り入 れ た貿 易 モ デ ル に よ っ て,日 本 型 保

＼=1999]を 参 照己

5}理 論 的 に は,関 税 政 策 の 効 果 を分 析 す る こ とは 単.純 で,関 税 の 効 果 が 理 解 で きれ ば、 そ の 他 の

貿 易 政策 手段 を理 解 有 る こ と は難 し くな い=:,現 実 に は,他 の 貿 易 ヂ 段 と比 べ て み れ ば,「 行 政 費

用 〔administratiqrぼ ⑪・t・)」は 少 な く.1実 施 ラ グ(,implementfiovlaq.)」 は短 く,政 府 の 財 源

に な る,と い う点 にお い て,隈 脱 政 策 が 優 れ てい る,、
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護貿 易 政 策 の 有 効 性 を論 じた。Matsuyama[1990】 で は,幼 稚 産 業 の 保 護 ・自

由化 を テ ーマ に して,産 業 と政 府 と の戦 略 的 関 係 を繰 り返 し展 開 ゲ ー ム と して

定 式 化 し,第1期 に,保 護 政 策 が 最 適 で 即 時 自 由化 が 次 善 とな る こ とが 示 さ れ

た。Ishiguro[1996]は,2期 間 ゲ ー ム モ デ ル を使 い,自 国 政 府 と企 業 の 戦 略 的

行動 を分 析 した 。 こ の モ デ ル は技 術 条 件 を重 視 し,自 由化 の タ イ ミング を分 析

した こ とに そ の 特 徴 が あ る。Devereux【19971は,貿 易 制 限 を削 減 す る こ と に

よっ て,生 産要 素 を効 率 的 に利 用 す る こ とが で き,こ れ に よ り,経 済 が 成 長 し,

動学 的 に は 関税 率 は低 下 す る こ とを示 した 。学 習 過程 か ら生 じる特 化利 益 を 導

入 す る こ とが こ の論 文 の 特 徴 で あ る 。 そ れ に,米 山[1998]も あ る。 第1ス

テ ー ジ で,各 国 政府 は 同 時 に政 策手 段 を 選択 し,第2ス テ ー ジ で,両 国 政 府 は

同 時 に 第1ス テ ー ジ で選 択 した政 策 手 段 の水 準 を選 択 す る。 そ し て,第3ス

テー ジで 各 国 の企 業 は 両 国 の 政 策 に 整合 的 な 産 出 を選 択 す る,と い った3段 階

ゲ ー ム モ デ ル を考 察 して い る 。

この 他 にJensenandThursby【1990],Riezman【19911とZhangandZhang

[1998]な どが あ る 。 これ らの 論 文 はそ れ ぞ れ特 徴 を持 っ て い る が,現 実 経 済 を

よ り正 確 にモ デ ル 化 す る とい う観 点 か らす れ ば,各 国 の 政 治 力 を考 察 して い な

い こ とは決 定 的 な問 題 点 で あ る 。 経 済 は か な り政 治 力 に左 右 され る と こ ろが あ

る。 例 え ば,日 米 貿 易 摩 擦 が 挙 げ ら れ る 。 国 際 政 治 学 者 のConybeare.[1987】

は,ア メ リ カ とECの 農 業 交 渉 につ い て,裏 切 りの コ ス トと して ア メ リ カが

NATOか ら撤 退 す る こ とを挙 げ て い る 。 また,岩 田[1992]も 日 本 の 米 の 貿

易 自由化 につ いて 議 論 し,日 本 が 農 業 を 自由 化 しない こ との コ ス トは,ア メ リ

カが ア ジ ア地 域 か らア メ リカ軍 を撤 退 させ る とい う形 で 現 れ る。 さ らに最 悪 の

ケ ー ス で は,ア メ リカ の核 に よ る 脅 しが 行 わ れ る こ と に よ っ て.「 貿 易 戦 争 」

は 文 字 どお り 「戦 争 」.とな る,と 主 張 して い る。 ま た 中 国 のWTO加 盟 や ア

メ リカが 対 中 国最 恵 国待 遇 を付 与 す る こ とに 関す る場 合 も,ア メ リカ は そ れ を

人 権 問 短 と結 び つ け よ う と して い た 。 最 近 ア メ リ カの 鉄 鋼 セ ー フ ガ ー ド,「新

.農 業 法 案 」 や 日本 自動 車 輸 入 に対 す る批 判 な どは,議 会 の 中 間選 挙 が近 付 い て
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い る こ と を配 慮 した貿 易 政 策 だ と考 え られ る。 貿 易 は ま さに経 済 要 素 だ けで は

説 明 しきれ な い経 済 活 動 で あ り,こ れ を説 明 す る た め に は国 家 間 の政 治 力 を導

入 す る必 要 性 が 生 じる こ とに な る。

国 際 関係 を覇 権 国 と非 覇権 国 に分 け て議 論 す る研 究 方 向 の な か で,最 も往 日

され るべ き もの が あ る,,石 黒[1997]'は,覇 権 国 と非 覇 権 国 とい う形 で 国 家 間

勢 力 の 違 い が あ る場 合 の貿 易 モ デ ル で あ る。石 黒 モ デ ル は覇 権 国 と非 覇権 国 と

の 通 商 上 の情 報 の非 対 称 性 とい う点 か ら覇権 協 調 の貿 易 自由化 モ デ ル を構 成 し,

覇 権 後 退 期 にお け る 覇権 国 の 自由 貿 易 政 策 につ い て検 討 した 。次 の よ う な結論

を導 い た。 自由 貿 易 体制 の維 持 につ い て 覇 権 国 が拘 束 的 な コ ミ ッ トが で き ない

覇 権 後 退 期 にお い て も,覇 権 国 の 自由 貿 易 政 策 の 評 判 を十 分 に確 立 す る こ と に

よっ て,自 由 貿 易 体 制 は維持 され る,と い う結 論 で あ る。 石 黒 モ デ ル は,覇 権

国,非 覇 権 国 とい う政 治 力 の 異 な る国 家 間で の 貿 易 政 策 に関 す るモ デ ル分 析 を

行 っ た とい う点 で は評 価 で きる。 しか し,そ の分 析 は次 の 二 つ の 前提 条 件 に基

づ い て行 わ れ た もの で あ る。 説 明 変 数 が 非 関 税 障 壁 に な っ て い る こ と,各 国 の

生 産 関数 の 限 界 費用 が 一 定 と仮 定 して い る こ とで あ る、,本稿 の分 析 に とっ て は

この よ うな 前提 条 件 に は1堤.界が あ る、.、

第1に,本 稿 の モ デ ル の分 析 目的 は 関税 政 策 で あ る 。 こ の よ うな 目的 を達 成

す る た め に は,.非 関税 障壁 の よ うな形 とな っ た定 式 化 は ど う して も改 善 され な

けれ ば な らな い 。 第2に,従 来 の 国 際政 治経 済分 析 に お い て は,ア メ リ カ と 日

独 の 摩 擦 が 中心 と な っ て い た。 しか し,今 は 中 国 のWTO加 盟 問M-V,1999

年 シ ア トルWTO閣 僚 会 議 で の 交 渉 の 失 敗 な どの こ とか ら,途..ヒ 国 問 題 抜 き

に国 際 政 治 経 済 を論 じ得 な い 。 冒頭 で も述 べ た よ う に,米 中 間 の 通 商 関 係 を考

察 す るの は本 稿 の 意 図 で あ る。:故に,途 上 国 とい う もの を非 覇 権 国 と して 明 示

的 に表 現 す る方 法 が 絶 対 に必 要 と な って くる。 そ の た め に は,経 済 的.発展段 階

に応 じて変 動 す る と見 られ る収 穫 率 に注 目 し,そ れ が 一 定 と さ れて い る石 黒 の

6,以Fで は 石 学、[1997]に お け る モ デ ル を,石 黒 モ デ ル と呼 ぶ 、 石 黒[1998]168-193べ ・一ジ を
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仮 定 を変.更す る必 要 性 が 生 じる。 途 上 国 か ら先 進 国 に な る過 程 で 資 本 収 穫 率 が

法 則 的 な変 動 をす る とい う発 見 は満 坂[1995ユ,[1996]と 大 西[1998]に よっ

て な され,ま た定 式 化 さ れ た もの で あ る。 さ らに,村 上 ・西 山 ・田 中[1994]

で は,後 発 国 に とっ て必 須 な 「開 発 経 済 学 」 の 中核 は費 用 逓 減 の経 済 学 で あ る,

と述 べ て い る%

従 っ て本 稿 で は,石 黒 モ デ ル を基 本 と して,幾 つ かの 改 善 を施 し,新 しい 見

地 を見 出す こ とを願 う。 石 黒 モ デ ル の政 策 変 数 を非 関税 障 壁 か ら関税 に変 え,

生 産 の 限 界 費用 の仮 定 を・.一定 か ら逓 減 に変 え て,覇 権 国 と非 覇 権 国 の 間 の貿 易

ゲ ー ム を再 検 討 す る こ とに よっ て,先 進 国 と途 上 国 の貿 易 関係 を明確 にす る。

1コ[保 護関税政策の国際政治経済モデル

1貿 易 モデルの枠組 み

分析 枠 組 み で は,行 為 主 体 は二 つ の 国 で あ る 。政 治 的,経 済 的 に支 配力 を持

つ 覇権 国(劫 と政 治 的,経 済 的 に支 配 さ れ る立 場 にあ る非 覇 権 国(劫 で あ る。

行 為 主 体 の 行 動 に つ い て は,開 放 的 な 貿 易 政 策 に 当 た る 協 定 関 税 率8:'を と る

(の か,閉 鎖 的 な貿 易 政 策 に 当 た る最 適 関 税 率9〕を設 定 す る(D)か で あ る。 覇

権 国 の タ イ プ は二 つ あ る 。1つ は経 済 的優 位 性 の相 対 的低 下 の も とで 貿易 自由

化 政 策 に コ ミ ッ トで き ない 覇 権 国 で,内 向 きの 覇 権 国(伍)と 呼 ぶ 。 も う1つ

は貿 易 自由 化 政 策 に コ ミッ トす る覇権 国 で,自 由貿 易 体 制 の維 持 の た め につ ね

に指 導 力 を発揮 す る外 向 きの 覇権 国(H。)で あ る 。

情 報 構 造 につ い て は,覇 権 国 の タ イプ(H,か 伍 か)は,覇 権 国 の 私 的情 報

で あ る と い う意 味 で情 報 の 非対 称 性 が存 在 す る。 つ ま り,覇 権 国 は 自国 の タ イ

プを知 っ てい るが,非 覇権 国 は 覇権 国 の タ イ プ を直接 知 る こ と はで き ない 。 そ

の た め,非 覇権 国 は覇権 国 の 通 商 政 策 か らそ の タ イ プ を予想 す る。0期 に覇権

7)村 上 ・西山 ・田中[1994]22ペ ージ参照。

8)こ こでは,2国 間交渉のルールに従い,両 国の合意に.より定められた関税率のことを意味する。

9)最 適関税率(optimumrateoftariff)と は,国 民の厚生を最大化するような関税率であり,そ

れは常にプラスであるが,す べての輸入を排除するような禁止的関税率よりは低水準である。

距
.
.∴

誌 、..
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国 が 外 向 き の 覇 権 国 〔H,)で あ る と予 測 す る 非 覇 権 国 の 主 観 的 確 率 は,

〔θ。,1-Bo)の 確 率 分布 で 表 され.る。 今'期 に内 向 きの 覇 権 国(HOが 自国 市 場

を 開放 す る 確 率 を σ、とす る と,置 期 に お け る 主 観 的 確 率 は 次0)よ う に形 成 さ

れ る。 覇 権 国が 自 国 市 場 を開 放 す る の は,覇 権 国 が外 向 き覇 権 国(H,)の 場 合

(確 率 θr)か,内 向 きの 覇 権 国(Hの(確 率1一 θ∂ で あ る が 外 向 きの 覇 権 国

(H,)を 装 う場 合(条 件 付 き確 率 σ,)の ど ち ら か で あ る 。 つ ま り,'1-1期 の 覇

権 国 の 評 判 θ,、1は,B,+(1一 砺 σ,≠〔〕の 時,

Br.1二 θ〆[θr十(1-B,)o,](皿一1)

と な る、,初期 にお い て は,θ は0か ら1を とる確 率 変 数 で あ る叫,

次 に ゲ ー ムの 展 開 につ い て 説 明 す る 。 覇 権 安 定 期 に は 自由 貿 易 体 制 が 維 持 さ

れ る。 ゆ え に,本 稿 で は 覇権 後 退 期 の ゲー ム を分 析 す る、,覇権 後 退 期 の ゲ ー ム

は...二つ の 段 階 に分 け られ る。 第1段 階 は,覇 権 国 と非 覇 権 国 が 政 策 決 定 を行 う

ゲ ー ムで あ り,第2段 階 は,各 国 企 業 が 数 量 決 定 を行 う ゲ ー ムで あ る。 覇 権 困

と非 覇 権 国 の 間 で は,ゲ ー.一ム は次 の よ う に進 め られ る,、第1段 階 のゲ ー ム にお

い て,自 由貿 易 体 制 の 国 際 レ ジー ムの も とで 覇 権 国 と非 覇 権 国 に貿 易 自 由化 の

ル ー ルが 明 らか に され る。 次 に,非 覇 権 国 が この よ う な貿 易 自 由化 の ル ー ル を

受 け入 れ,自 国.市場 を開 放 す るか 否 か を決 定 す る。 つ ま り,非 覇 権 国 は 先重 で

あ る。 その 後,非 覇 権 国 が 決 定 した通 商 政 策 を確 認 した後 で 覇 権 国 は 自 国市 場

を 開放 す る か否 か を決 定 す る。 覇 権 国 は後 手 で あ る。

第1段 階 の ゲ ー ム にお いて 両 国 政 府 の 通 商 政 策 が 決 定 さ れ た後 で,第2段 階

の ゲ ー ムが 始 ま り,各 国 の 消 費 者 や 企 業が 最 適 化 行 動 を行 う。 こ の よ う な2段

階 の ゲ ーーム を 丁 回 繰 り返 す(7の 値 は 共 有 知 識 〉。

2各 国の利得関数

こ こ で,利 得 関数 を特 定 化 す る。 覇 権 国 と非 覇 権 国の 両 国 は,所 与 の労 働 賦

存 量(ム)の も とで 同 質 的 な二 つ の 貿 易 財,む 財 と 〃財 を生 産 す る,,〃 財 はr財

一一]δジ 三..三.ぞ.θ、コの確率分布は如何なるものであっても,分 析の結論に影響 を与えない,



保護関税政策の国際政治経済モデル((289)81

の価 格 を表 現 す る た め の ニ ュ メ レー ル と して扱 わ れ る 。 この ン財 は競 争 市 場

下 で 取 引 され る。 さ ら に,穿 財 の 産 業 条 件 を不.変 とす るの で,こ こ で は常 に び

=L .と な る よ うに生 産 さ れ て い る も の とす る 。 本 モ デ ル で 特 に注 目す るの は

エ財 で あ るが,エ 財 の 生 産 企 業 は 各 国 に一 つ ず つ 存 在 す る。 各 国 の 置財 の 限 界

費 用 は労 働 で表 さ れ る。 本 稿 で は,政 治 要 因 だ け で は な く,経 済 的 要 因 も考 慮

して,覇 権 国 は経 済 力 が 高 く,こ れ と対 照 的 に,非 覇 権 国 は発 展 途 上 に あ る と

す る 。 よっ て,非 覇 権 国 の 技 術 は規 模 に 関 して 収 穫 逓 増(C算>0,CN<0)が

働 くと仮 定 す る 。 覇権 国 は 相 対 的 に言 え ば,収 穫 率 は一 定(CH)と 仮 定 す る1%

次 に,丁 回繰 り返 しゲ ー ム を分 析 す る前 に,各 段 階 にお け る ゲ ー ム.の分 析 を

行 う。

各 国 ∫の効 用 関 数 を,以 下 の よ う に仮 定 す る。

MaxO=αC∫ 一 ¢/2)Czsi十Q虚,α,δ〉;0,(皿 一2>
cτ匡、じ卵

s.t..L,一トπ`一ト1「r=ρrC-垣十C躍

こ こで,』惹(凡 劫 で覇 権 国 と非 覇 権 国 を表 す 。α,わ は正 の パ ラ メ ー タ ー で あ

り,C餌 とCwは 各 国 ゴの 記財 と 〃財 の消 費 を表 す。 各 国 の代 表 的消 費者 は,

労 働 所 得 ム と企 業 利 潤 π,,お よび 関 税 収 入 丁;の 合 計 が 消 費 支 出 に等 しい と

い う予 算 制 約 の も とで,こ の 効 用 関 数 び呈を最 大 化 す る(こ こ で は,単 純 に 政

府 が 関 税 収 入 を定 額 補 助 金 と して 全 て 民 間 に還 付 す る もの と仮 定 す る)。 ρ,は,

五ω をニ ュ メ レー ル と した 各 国 ゴの ∬ 財 の 価 格 を表 す 。 効 用 最 大 化 の 一 階 ⑱

条 件 よ り,次 の よ うな 線 形 の 逆 需要 関 数 を得 るb

Pi=σ 一 占C脚.(皿73>

.こ こで,a/b>C,(b時,Pi>0で あ り,励 ≦C釦 の時p,=0で あ る 。(皿一3)式

1Dこ の ように,一 国だけを収穫痢 変動 と仮定す るこ とは,分 析 の効 果を明確 にするために行われ

てい る。例えば,IshigUTO[1996】 などを参照。 また,限 界費用 の仮定 を変 えるこ とに よって.も

との結論が変わる ことが よくある。例えば,大 西[1998]は,逓 増 型の収 穫率関数 と逓 減型のそ

れ とが諸政策の効果 を南北 聞で異 なる ものとす るこ とを示 して,東 アジア諸国のキ ャッチア ップ

.を説明 した。 この ように,2国 間比較を収穫逓増 か逓減 かを基準にする ことは意味がある。例え

ば,両 方 ともが一定 の限界費用 を持っている と仮定 して,貿 易政策を考え る場合や.一 方ρ限界

費用 だけが変化する と仮定 して考えるケースな どが考え られる。
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を 予 算 制 約 式 に 代 人 し,そ の 予 算 制 約 を(皿一2)式 に 代 入 す る と,効 用 関 数 を 次

の よ う に 書 き換 え る こ とが で き る 。

ひゴ=(b/2)C呈 ゴ十 五〔十 π∫十7-,(田一4)

エ 則.に 関 す る 二 つ の 市 場,]国.市 場 と 外 国 市 場 は 分 離 さ れ て い る とす る.各

国 企 業 の ガ国.市 場 へ の 」 財.の 供 給 量 を そ れ ぞ れ ∫伍 と エ襯 で 表 す 。 ゴ国 で の 総

消 費 はC工 匠 謝i..←必削 で あ る.各 国 企 業 の 利 潤 πθ と πNは つ ぎ の よ う に 表 さ

れ る 。 こ こ で は,非 覇 権 国 の 限 界 費 用 が 逓 減 す る よ う に 設 定 し て い る か ら,総

費 用C.v(C'N>0,C'』 ・〈0)を 用 い て 総 利 潤 を 考 え る 。

π酎=謝 θ(σ一わ(謝H+」 鮒))+.τ πN(α....δ(.τ」、N{..勘押)一 翻)

一 研(∬ 朋 十置朋)(
m-5:】

π、v≡翻 訳 α一 う(必溜.1.πH押))..+即,w〔 α一b@齪+謝 冴)一'朋)

一 cA・(.τ梱,-、 田)

こ こ で,',躍,ゴ ∈(泓1>})は,ノ 国 企 業 力㍉ 国 市 場 に 供 給 す る 際 課 せ ら れ る 関 税,

つ ま り ∫国 の 関 税 率 で あ る 。 従.っ て,ガ 国 の 関 税 収 入 は 公=昂 ×∬ノ、で あ る 。

各 国 企 業 は,ク ー ル ノ ー 推 測 の も と で 相 手 国 企 業 の 生 産 量 を 所 う と し て,利

潤 を 最 大 化L.よ う と す る 。 各 国 企 業 の 自 国.市 場 と 輸 出 市 場 へ の 供 給 量 は 次 の よ

う に 求 め る 。

即ππ=(α 一2ごH十'〃8十CD〆3う,エ 繊 一(α一2CH-2'HA・1.C訪 〆3わ(
皿 一6)

.r甜 二(α.十6H1.∫HN-2CD/3西,2A77=(σ 十CH-2'閲 一2CD/3わ

こ こ で,全 て の 生 産 量 が 非 負 に な る よ う に,以 下 で

θ一(2ε κ一C:v)>0,砺 〃く[a一(2CH-C簿]/2(田一6)'

と仮 定 す る 。 仰 一6)式 を(皿一5)式 に 代 人 す れ ば,各 国 企 業 の 利 潤 関 数 を 生 産 量

と費 用 で 表 す こ と が で き る 。

ππ=δ(謡"+謡^・)(
皿 一7)

πN三 わ(.蹟^・+.r勧..ト.(エN遅 ・1.趣H)αv-cm

自 由 貿 易 に お け る 各 回 の 効 用 関 数 を 得 る た め に,以 上 の 利 潤 関 数(皿一7)式 を

〔皿 一4)式 に 代 人 す れ ば,以.ド の よ う に 整 理 で き る 、,
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砺 一 ⑦/2)伽 。+鋤)・ 柚(堀+癒)+'部 珊+島(皿 一8)

礁=(酬2)@柵 十伽 謬 十 占顧N十 鎌H)十@欄 十謝E)(一N-CN+射 畷 即 十LN

こ の効 用 関 数 醒 は,.各 国 の経 済 厚 生 で あ る。 効 用 関数 σ呈を も とに,各 国 の

利 得 関 数 切 を(皿 一9)式の よ う に想 定 す る 。

ひ窟=(配2)α 朋 十灘齪)2十 う(∬聾厚十.LNN)十 玩膿 朋 一μ(皿一9)

UN=㈲2)(珈N十 謝N)2十 扱r隔 十.4NH)十(房酬 七r柵)C卸 一CN十tHNXHN-n

こ こで 効 用 関 数 σ宰に政 治 的 費 用 を加 え た もの が 利 得 関 数 仏 に な る 。 こ こで

の 政治 的費 用 は,本 稿 で は重 要 な役 割 を果 たす 。 そ の具 体 的 な イ メ ー ジ と して

は,第H節 で挙 げ たConybeare[1987】,岩 田[1992ユ の 例 が あ るが,総 じて い

え ば,政 治 的 費 用 は領 土 ・国民 ・統 治 機 構 の安 全 保 障,自 由 ・公 正 で安 定 した

社 会 り 形 成 ・維 持,マ ク ロ経 済 の安 定 や経 済発 展,国 際 秩 序 の安 定,地 球 環 境

保 全 な どが 挙 げ られ る121。2001年9月U日 に ア メ リ カで 起 き た大 規 模 テ ロ事 件

もそ の 一 例 と考 え て も差 し支 え な い よ っに 思 っ。

(田 面9)式は,そ れ ぞ れ の 右 辺 第1項 は消 費者 余剰 を表 す 。 覇権 国 の 第2項 は

企 業 利 潤 を表 し,第3項 は 関 税 収 入 を 表 す 。 非 覇権 国 の 企 業 利潤 は 第2,第3

と第4項 の 和 となる 。 第5項 は 関 税 収 入 に な る 。 そ れ ぞ れ の 最 後 の項 μ,η.は,

貿 易 自 由化 あ 国 際 レジー ム の も とで,覇 権 国 や 非 覇 権 国 が 閉 鎖 的 タ関 税 政 策 の

最 適 関税 を と る こ とで 生 まれ る 政 治 的 費 用 を 表 す 。各 国 の 労 働 供 給 ム は,両

肘 の生 産 が 可 能 で あ る ほ ど に十 分 に大 きい と想 定 し,以 下 の 利 得 の 計 算 で は考

えな い こ とにす る。

貿 易 自由化 の 国際 レジ ー ムの も とで,自 国 市 場 を 閉鎖 す る こ とに よ り生 まれ

る各 国 の 政 治 的 費 用 μ と η は,(皿一10)式 の よ う な性 質 を持 つ6両 国 と も政

治 的 費 用 は 関税 の増 加 関数 とす る。

隣驚1織 一
12)石 黒[1998ユ17ペ ー ジ参 照 。
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η一 〇,∂η/∂'H鯉>0,if'召N=0

次 に,関 税 が 各 国 の 利 得 関 数 に 与 え る 影 響 を 見 る こ と に し よ う 。 そ れ は,

(H1-11)式 と(皿.12)式 の よ う に な る 。 こ こ で,第1項 は 経 済 厚 生 〔!≦へ の 効 果,

第2項 は 政 治 的 費 用 μ と η へ の 効 果 を 表 す 。

∂`ノ,〆∂'～∬三(α 一3'N1{一CN)/3～}一 ∂μ/∂'遅H,(皿 一11)

{
<0,if'NH>(a.一C=v)〆3,

く(,,if'NH〈(a-Lm)13,∂lt/∂'厚 π →Oo,

〉 ⑪,iffN丑 く(a-C製)/3,∂p/∂ 恥 κ →0.

∂σM∂'H坪 二(a-CH-3'月 κ十C二v)!3西一 ∂η/∂'」,N,(皿 一12)

{三i撚liili;1;lil;熱澗
〔皿一n)に お け る'湖=(α...一Cv)〆3は 覇 権 国 の 最 適 関税 率 で あ り,(lll-12iに

お け る'胤 ≡@一 研+C:v)ゼ3は 非 覇 権 国 の最 適 関 税 率 で あ る。 最 適 関税 率 の 定

義 に よ り,最 適 関 税 を 超 え な い 範 囲 で 自国 の 経 済 厚 生 は 関 税 の 増 加 関 数 で あ る,.

しか し,最 適 関 税 よ り大 きい 範 囲 で は,経 済 厚生 は 関 税 と負 の 関 係 に な る 。

こ こで,収 穫 逓 増 の 効 果 を 分 析 して み る こ とに す る 。 覇 権.国と非 覇.権国 に 分

け て 考 え る。 非覇 権 国 の 限 界 費 用 は 高 い 段 階 で は,'謂 匹(a-C'N)13よ り,覇

権 国 の 最 適 関 税率 が低 い こ とが 分 か る、、ちw一 〔a-C偏)13よ り小 さい 範 囲 内 で,

低 い 関 税 率 を 設定 した と して も,輸 入増 に よ る 自 国 企業 へ の脅 威 は な く,消 費

者 余 剰 と関税 収 入 の 合計 は企 業 利 潤 の減 少分 を1祠 り,そ の結 果 経 済厚 生 は上

昇 す る。 こ の段 階 にお い て は,覇 権 国 は しば しば貿 易 自 由 化 を主 張 す る。 しか

し,仮 定 よ り非 覇 権 国 の限 界費 用 は逓 減 す る。 非 覇 権 国の 限界 費用 が 逓 減 す る

に つ れ て,覇 権 国 の最 適 関 税 率'柵 ≡(a-C.v)/3は 高 くな る、、 この 時,高 い 関

税 率 を設 定 す る こ と に よ っ て初 め て,自 国 の 経 済 厚 生 を維 持 し,高 め る こ とが

で き る、、覇 権.国は こ こで 次 第 に貿 易 白山 化 か ら保 護 貿 易 に変 わ る こ とが 多 い 、、

次 に,非 覇 権 国 の 場 合 を考 え る 、,畠κ三(α一助 十C簿13よ り,当 初 非 覇 権 国 の
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最 適 関税 率 は高 い 。 そ の ため 最 適 関 税 率 よ り小 さい範 囲で,高 めの 関税 を 課す

こ とに よっ て,経 済 厚 生 を高 め る こ とが で きる。 その 理 由 は,関 税 収.人 と企 業

利 潤 の増 分 は,消 費 者 余 剰 の 減 少 分 を上 回 る か らで あ る。 この よ うに よ り高 い

関税 率 で 自国 の 企 業 を保 護 す る こ とが で きる。 非 覇 権 国 に とっ て,自 国 企 業 の

生 産 費 用 が 低 下 す る につ れ て,最 適 関 税 は低 くな る,,そ の ため 採 用 す る 関税 率

も低 ドす る よ うに な り,非 覇 権 国 は次 第 に開 放 的 な貿 易 政 策 を とる よ うに な る、.、

但 し,佃一12)式 が 表 す よ う に,関 税 の 上 昇 は各 国 の 政 治 的 費 用 μ と η を増

大 させ る。 この よ う な経 済 厚 生 鰐 と政 治 的 費 用 μ と η へ の 効 果 を組 み 合 わ

せ る と,関 税 の.ヒ昇 が 各 国 利 得 し㌧ に与 貞.る効 果 は 以 上 の(皿一14)式 と(皿一15)

式 の よ うに,3つ の 場 合 に分 け られ る、,

非 覇 権 国 を例 に して,関 税 と経 済 厚 生 との 関係 を図 示 す る と,第1図 の よ う

に な る、,

第1図 関税 と経 済厚生

8v

'ドハ

向 一 〇1≠ ぐ「玉ノ/3 臼一2`ニ ワ+ご「玉ノ!2

ここ か ら得 られ る分 析 結 果 は,非 覇 権 国 にお い て規 模 に 関 して収 穫 逓 増 が 働

く場 合,費 用 逓 減 に よ り,最 適 関 税 率 が 低 くな る。 つ ま り,初 期 に関 税 に よ り

産業 を保 護 す れば,生 産 費 用 が 逓 減 す る につ れて 途 上 国 は 開放 的 に な っ て くる

の で あ る。

3覇 権後退期の利得関数

以.卜'では,覇 権 後 退 期 にお け る 各国 の 利 得 関 数 につ いて 検 討 す る。 次 の 第1
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表 は 覇権 国 と非 覇 権 国が 通 商 政 策 の組 み 合 わせ に よっ て得 られ る 各 国 の利 得 を

表 す,,

第1表 利得行列

＼ 馳-

非 覇 権 国

じ

覇権国 防

`

(σH`r,〔1へ ・の

(UHDI,ひA・ 加)

(〔ノ「翫D,σ 焼o)

(σ 川〕ρ,び 枷 ロ)

覇権 後 退 期 の 各 国 の 政 治 的 費用 と関.税につ い て,次 の よ う に特 定 化 す る もの

とす る。 覇 権 国 の 政 治 的 費 用 は,そ の タ イ プ に よ って異 な る。 内 向 きの 覇権 国

(仙)は,貿 易 自由 化 の た め に政 治 的 指 導 力 を発揮 す る こ とが で きな い覇 権 国

で あ る。 経 済 的 優 位性 の 相対 的 低 ドの も とで 自由 貿 易 体 制 の 維 持 に コ ミ ッ トで

きな い 。 従 っ て,関 税 を 上 昇 させ て も政 治 的 費 用 μ は ト分 に小 さい(∂ μ〃酬

が十 分 に小 さ い)と す る。 こ れ とは 反 対 に,外 向 きの 覇 権 国(鼠)は,自 由 貿

易 の た め に政 治 的 指 導 力 を発揮 す る覇 権 国で あ る。 経 済 的 優 位 性 が 相 対 的 に低

ドして も 自由貿 易 体 制 の 維 持 の ため に コ ミ ッ トす る。 それ 故,国 内 的 な社 会 安

定 や[釧祭 的 な 地 位 か ら見 れ ば,関 税 率 が 上 昇す る こ と に伴 う政 治 的 費 用 μ は

大 き い 〔∂μ〃鮒 が 十 分 に 大 きい)と す る,,非 覇 権 国 につ い て は 閉 鎖 の 戦 略 を

選択 す る場 合 の政 治的 費 用 は,覇 権 国 の タ イプ に よっ て政 治 的 費 用が 違 っ て く

るの で あ る.覇 権 国が 開放 戦 略 を選 択 す る場 合 に,非 覇 権 国 の 政 治 的 費用 が 大

き く,覇 権 国 が 閉鎖 戦 略 を とる場 合 に,そ の 費 用 は小 さい こ と と仮定 す る。

次 に関 税 に つ い て特 定 化 す る 。最 適 関税 の定 義 に基 づ き,合 理 的 な政 府 は 禁

[L.69関税 に代 わ っ て,最 適 関税 を採 用す る とい う イ ンセ ンテ ィブ を持 っ て い る。

本 稿 の 議 論 は,以 下 の 想定 の も とで進 め る.覇 権 国 と非 覇権 国 は2国 問 交渉 に

よ っ て,協 定 関 税 率 ち,(2国 間 の 最 適 関 税 率 グ)小さ い 方 よ り も低 い)を 定 め

る。 覇 権 国 と非 覇 権 国 の戦 略 は,協 定 を 守 っ て 協 定 関 税 を とる(c)か,協 定 を

守 らず 最 適 関 税 を とる(0)か で あ る 。

従 っ て覇 権 後 退 期 で は,非 覇 権 国 の競 争 力 上 昇=技 術 力 の キ ャ ッチ ア ッ プ に
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つ れ て,相 対 的 に覇 権 国 の 経 済 的 優 位 性 は低 下 す る。 こ の時 覇 権 国 は,経 済 的

には最 適 関 税 を とる イ ンセ ンテ ィブ を持 つ よ うに な るで あ ろ う し,他 方 非 覇 権

国 も,経 済 的 に は最 適 関 税 を とる.インセ ンテ ィブ を持 つ で あ ろ う。

以 上 の よ う な想 定 よ り,(皿 一11)式 の ∂P/tNX→0を 用 い て,内 向 きの 覇 権

国(Hの に とっ て は最 適 関 税 が 支 配 戦 略 に な る。 次 の よ う な内 向 きの 覇 権 国(

Hの の 利得 関 係 が 得 られ る(第2図 〔A)を参 照)。 図 にお け る破 線 は,相 手 国が

最 適 関税 を とっ た時 の利 得 関 数 を表 す 。 ここで は μ=Oと してい る。

砺 咄 〉 σ臓 。,UH.DD>σ 肱P,(田 一13)

外 向 きの 覇 権 国(Hs)に つ い て は そ の 国 の性 質 は(皿 一111の ∂μ〃 柵 一レ。。 に

よ って 表 す 。 開放 的 な貿 易 政 策,協 定 関税 を とる のが 支 配 戦 略 で あ る 。外 向 き

の 覇権 国(H.,)の 利 得 に,次 の よ う な 関係 が 得 られ る(第2図 ㈱ を参 照)。

ひ∬3むσ〉 σ∬soσ,(ノ砺cρ>UHIDD.(皿一14)

覇 権 後 退 期 の 非 覇 権 国 に つ い て は,(皿一12)式 か ら分 か る よ う に,政 治 的 費

用 の大 き さ に よ って,非 覇 権 国 の支 配 戦 略 は,協 定 関税 を採 用 し自国 市場 を開

放 す るか,あ るい は最 適 関税 を採 用す る か,の ど ち らか で あ る 。 そ の利 得 につ

いて(皿 一is)式 の よ う な関 係 が 得 ら れ る(第2図 ⑥ を参 照)。

σlvδ・〉 σ勘D・σ切o>UND`.(皿 一15)

第2図 にお い て,次 の結 論 が 得 られ る:

内 向 きの 覇権 国 の 支 配戦 略 は 閉鎖 的 な貿 易 政 策 で あ る 。 これ と対 照 的 に外

向 きの 覇権 国 は,自 国市 場 の 開放,こ こで は協 定 関税 を と る こ とが 支 配 戦

略 に な って い る。

非 覇権 国 に つ い て,佃 一12>式 か ら分 か る よ う に,政 治 的 費 用 が 十 分 高 い と

きに協 定 関 税 率 を とる が,反 対 に政 治 的 費 用 が 小 さい と き に最 適 関税 を とる.の

であ る。 つ ま り,覇 権 後 退期 にお い て は,貿 易 自由 化 の た め に指 導 力 を発 揮 す

る(つ ま り市 場 開 放 をす る)外 向 き覇権 国 に対 して,協 定 関 税 率 を と り,協 調

す るの で あ る。 しか し,指 導 力 を発揮 で き ない(つ ま り閉 鎖 政 策 を とる)内 向

き.覇権 国 に対 して は,最 適 関 税 率 を と る.。これ は第2図 〔Qが示 して い る こ とで

.

澗..
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第2図 関.税 と利 得 関 数

:A:内 向 き覇 権 国 ∬ 外 向 きの 覇 権 国

乙彰、、

佃一C、 ・〆3

乙房

r.).,.

∠偏

乙毎a,・ ・'"『9'「'・、9

、〆.....㌔ ・層

!乙 鳥 ワ〃L㌧,

〔C:1非 覇 権 国

グv,.

一..、,へ ♂〃

〆...猷vψ ＼9

/Z♂ 描 、

佃..6:～.ノ/3 !..㌦=,.,.

融 僧 一己～.方3 乙 ・,:㌧.

あ る,こ の よ う に政 治 的 費 用 の 大 き さに よ って 非 覇 権 国 の 支 配 戦 略 は 変 わ る。

計 算 に よ って,非 覇 権 国 に と って 覇権 国 が 市 場 開 放 す る 時 自国 が 最 適 関 税 を と

る政 治 的 費 用 と,覇 権 国 が 最 適 関 税 を とる 時 に 自国 が 最 適 関 税 を とる 政 治 的 費

用 との 差 が,条 件 に な る。2r,ID-rDD>(a-o一3'+Cゆ2/18と い う 条 件 を 満

たす の で あ れ ば,以 上 の 結 果 が 成 立 す る ぴ)であ るL"。 本稿 で は これ を,「 協 調

可 能 性 条 件 」 と呼 ぶ 、,

こ こで 繰 り返 す が,覇 権 後 退 期 に お い て は,貿 易 自由 化 の た め に 指 導 力 を 発

13〕 ここで,こ の条件が得 られるまでの具 体的な導 き方について説明する.ま ず覇権 国が 閉鎖戦略

をとる痔 に.非 覇権国が 協定 関税 をとる手」1得.ヒ股適 関税 をとる利得 砕 即=σ 舩 となる ような

恥〃を求める。次に覇権[玉1が開放する時 に非覇権国が協定最適 関税 をとる利得 と最適関税 をとる

利得 σ濡=び"。 〃になる ような政治的費用 加,を 求め 嶺,最 後 に(poO〈 加ρ)∩(恥ρ〉恥o〕を計算

する..
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挿する外向き覇権国に対 して,非 覇権国は協定関税率をとり,協 調するのであ

る。 しか し、指導力を発揮できない内向き覇権国に対 しては,非 覇権国は最適

関税率をとる,と いう結論が得られる。次に覇権国と非覇権国との通商上情報

の非対称性の仮定を加えることにする。このような仮定のもとで非覇権国の戦

略に変化はあるのか。つまり,外 向きの覇権国だけではなく内向きの覇権国に

対 しても,非 覇権国が協定関税率をとり,自 由貿易体制に協調することはある

のであろうか。このことは第IV節 でゲーム理論 を用いて検討する。
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